
令和６年９月市議会 環境経済委員会

第８０号 令和６年度長崎市一般会計補正予算（第３号）
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地域経済の活性化及び雇用機会の拡大に資する企業立地を促進するため、誘致企業等における施設整備や雇用などの実

績に応じた奨励措置として、「企業立地奨励金」の交付を行っているが、交付額算定の基礎となる投下固定資産総額及び

雇用増従業員数について、交付対象事業者（1者）に対する当初予算編成時の確認及び見積りが十分でなく、予算不足が判

明したため、増額補正を行おうとするもの。

１ 概要

予 算 説 明 書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

30～31
７

商工費
１

商工費
２

商工振興費
１-１ 企業立地推進費

千円
２４，４１３

（１）企業立地奨励金 ２４,４１３千円

（２）内訳

２ 補正額

区 分 概 要 ①当初予算額 ②補正後の額
増減

（②－①）
増減理由

施設等整備奨励金
土地・建物・償却資産
の取得に対して交付

182,878千円 189,891千円 7,013千円
設備投資が予定を
上回ったことによる増

建物等賃借奨励金
土地・建物の賃借に対
して交付

26,426千円 26,426千円 0千円

雇用奨励金
従業員の雇用に対して
交付（市民が対象）

52,000千円 69,400千円 17,400千円
雇用者数が予定を
上回ったことによる増

計 261,304千円 285,717千円 24,413千円

経済再生アクションプラン該当事業
Ｃ２ 成長分野の強化
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【積算比較】

・施設等整備奨励金

当初予算＝投下固定資産総額：3,674,361千円×15％（助成率）÷5（5年分割交付）＝110,230千円

交付申請＝投下固定資産総額：3,908,100千円×15％（助成率）÷5（5年分割交付）＝117,243千円

・雇用奨励金

当初予算＝（正規雇用：56人×助成額：500千円）+（非正規雇用：1人×助成額300千円）＝28,300千円

交付申請＝（正規雇用：89人×助成額：500千円）+（非正規雇用：4人×助成額300千円）＝45,700千円

３ 補正対象事業者

指定
年度

法人名 事業内容 区分

交付対象
期間

令和6年度 交付予定額
自 至

R4 ㈱大島造船所
船舶の建造、
各種鋼構造物
の製造 等

新設 R6 R10

区分 ①当初予算額 ②補正後の額 増減（②－①）

施設等整備
奨励金

110,230千円 117,243千円 7,013千円

雇用奨励金 28,300千円 45,700千円 17,400千円

計 138,530千円 162,943千円 24,413千円
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（１）原因

ア チェック機能の不全

・予算の積算根拠（投下固定資産総額及び雇用増従業員数）については、市が作成した回答様式をもって書面での報

告を求めていたが、担当者が電話による聞き取りのみで確認し、過小な見積りを行った。

・積算根拠の確認・見積り作業を担当者1人で行い、組織におけるチェック体制が機能していなかった。

イ 交付対象事業者とのコミュニケーション不足

・初めて企業立地奨励金を受ける企業に対し、制度概要、算定基礎の考え方などについて丁寧な説明を行い、認識の

共有を図るなどの十分な対応ができていなかった。

（２）再発防止策

ア 機能するチェック体制の強化

・所属長、係長を含むチェック体制の強化を図るため、予算編成時に所属内でチェック表を作成し、共有する。

イ 交付対象事業者とのコミュニケーション強化

・当初予算編成に係る1次照会（9月～10月）において、事業者へのヒアリングの機会を設けるとともに、2次照会（12

月）を実施し、事業計画と予算の積算について、改めて確認する。

４ 原因と再発防止策
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５ 財源内訳

区分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

当初予算額
千円

275,901
千円
－

千円
－

千円
－

千円
166

千円
275,735

補正額 24,413 － － － － 24,413

補正後の額 300,314 － － － 166 300,148
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参考 企業立地奨励金内訳（令和６年度当初予算編成）
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参考 企業立地奨励金内訳（令和６年度当初予算編成）
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